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平成２４年（行ウ）第５号

原 告 池 川 洋 子

被 告 高 松 市

訴えの追加的変更申立書

平成２４年 ９月２８日

高松地方裁判所民事部 御中

原告訴訟代理人

弁護士 安 西 敦

他３４名

原告（申立人）は、本件について行政事件訴訟法第１９条第１項「関連請求に係

る訴えをこれに併合して提起することができる。」との規定に基づき、上記事件に

ついて、「訴えの追加的変更」を申し立てる。

原告の表示

〒＊＊＊－＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊

原 告 池 川 洋 子

原告訴訟代理人の表示（別紙原告代理人目録記載のとおり）

（送達場所）〒７６１－００５０

高松市亀井町８番地１１ Ｂ－Ｚ高松プライムビル８階

あかり総合法律事務所
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ＴＥＬ ０８７－８１３－１０６１ ＦＡＸ ０８７－８３３－１３２１

原 告 訴 訟 代 理 人 弁護士 安 西 敦

被告の表示

〒７６０－８５７１

高松市番町１丁目８番１５号

被 告 高 松 市

上記代表者兼処分行政庁 高松市長 大 西 秀 人

障害者自立支援法に基づく手話通訳派遣却下処分取消等請求事件

変更後の訴訟物の価格 ３５１万７５５０円
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追加する請求の趣旨

１ 高松市長が原告に対してなした、原告の高松市長に対する平成２４年３月２

６日付手話通訳派遣申請に対する同年３月３０日付却下処分はこれを取り消

す。

２ 被告は原告に対し、金２１万４２１０円及びこれに対する平成２４年３月３

１日から支払い済みまで年５分の割合の金員を支払え。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

との判決及び第２項につき仮執行宣言を求める。

追加する請求の原因

第１ 事実経過

１ 申請の経緯

原告の長女は平成２４年４月に＊＊＊＊＊＊＊専門学校に入学することにな

った。原告は同校の入学式に出席して、長女の晴れ姿を見たい、また、同校の

先生方の話を聞きたいと考えていた。

平成２４年３月２４日ころ、同校から原告に同年４月１０日に入学式及び保

護者説明会が開かれる旨の案内が届いた。原告は入学式及び保護者説明会に出

席することを決め、その際に話を聞くために手話通訳を依頼することにした。

なお、原告は長女を通じて、同校に手話通訳の準備ができるか尋ねたところ、

準備はできないとの回答があった。

２ 申請

原告は、平成２４年３月２６日、高松市身体障害者協会を通じて被告高松市

に対し、同年４月１０日午前１０時から開かれる入学式、保護者説明会に手話

通訳者の派遣を求めるＦＡＸを送った（甲１１）。
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３ 高松市長による却下処分

(1) 高松市長大西秀人は、同年３月３０日、原告が同月２６日付で行った申請

に対して、①派遣場所について「高松市地域生活支援事業（手話奉仕員派遣

事業・要約筆記奉仕員派遣事業）実施要綱」（以下、「本件要綱」とする。）

第５条により、本市の区域内でなく、かつ、通訳内容が、市長が特に必要で

あると認める程度の客観的な重要性に乏しいこと、②派遣対象について、専

門学校入学式および保護者説明会は、義務教育とそれに準ずる高校等に関す

る以外のものであり、運用基準である「高松市手話奉仕員派遣事業および要

約筆記奉仕員派遣事業の派遣対象の取扱いについて」（以下、「本件運用基準」

という。）のうち「教育に関すること」で定めた派遣対象事項に該当しない

ことを理由として却下処分を行った（以下、「本件第２却下処分」とする。

甲１２）。

高松市長は本件要綱第５条を直接の根拠としつつ、その運用として、

「①手話通訳者の市域外派遣を『市長が特に必要と認める』ための要件

として通訳内容の客観的重要性が必要である。②専門学校の入学式、保

護者説明会は『市長が特に必要と認める』行為たりえず、手話通訳者派

遣の対象とならない。」

と解して、これを理由の一つとし、本件要綱第２条第１項第３号と本件運用

基準第１区分（５）の運用として、「①本件要綱第２条第１項第３号にいう

『市長が聴覚障害者等の社会参加の促進に寄与すると認める行為』のうち教

育に関する行為は、義務教育とそれに準ずる高校等に関する入学・卒業式、

ＰＴＡ総会、教育相談、進路相談などである。②専門学校の入学式、保護者

説明会は上記に含まれない。③よって、専門学校の入学式、保護者説明会は

『市長が聴覚障害者などの社会参加の促進に寄与すると認める』行為たりえ

ず、手話通訳者派遣の対象とならない。」と解して、これをいま一つの理由

としたものである（以下、本件要綱第５条、本件要綱第２条第１項３号及び
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及び本件運用基準第１区分（５）を併せて「本件要綱等」という）のように

派遣対象を限定すること、。

(2) 原告は、同年３月３０日、高松市手話奉仕員派遣却下通知書を受け取った。

(3) 本件第２却下処分は、①この決定について不服があるときは、この通知書

を受けた翌日から起算して６０日以内に、書面で、高松市長に対し異議申立

てをすることができる、②この処分の取消しを求める訴えは、前記の異議申

立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、市町

村を被告として提起できる、③処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができず、例外的に決定を経ない

でも処分の取消しの訴えを提起することができることを教示していた。

４ 異議申立て

(1) 原告は、高松市長大西秀人に対し、同年４月６日、本件第２却下処分の取

消しを求める異議申立てを行った（甲１３）。

(2) 高松市長大西秀人は、同年４月９日、原告の異議申立てを却下する決定を

した（以下、「本件第２却下決定」とする。甲１４）。

本件第２却下決定の理由は、手話奉仕員の派遣場所が、要綱第５条に定め

る「本市の区域内」ではなく、かつ、通訳内容が、市長が特に必要であると

認める程度の客観的な重要性に乏しい。また、派遣対象は、専門学校入学式

および保護者説明会であるとこと、義務教育とそれに準ずる高校等に関する

もの以外のものであり、本件運用基準に定める「社会生活上必要不可欠な用

務」に該当しないため、手話奉仕員を派遣すべきものと認められないことか

ら、とされている。

すなわち、本件第２却下処分と同様の理由で本件第２却下決定がされてい

る。

５ 原告の負担による通訳依頼

原告は、香川県聴覚障害者福祉センターを通じて、東京手話通訳等派遣セン
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ターに対し、同月１０日、午前１０時から開かれる入学式及び保護者説明会へ

の手話通訳者の派遣を依頼した。

原告は、入学式及び保護者説明会に出席し、平成２４年５月２８日、手話通

訳者派遣の費用として、１万１９９０円を振込により支払った。その際の振込

手数料は４２０円である（甲１５）。

第２ 本件要綱等・本件第２却下処分が憲法に違反すること

１ 憲法第１３条違反

(1) 国民は「すべての基本権の享有を妨げられ」ず、「生命、自由及び幸福追

求権に対する国民の権利」は、公共の福祉に反しない限り、「立法その他国

政の上で、最大の尊重を必要」とする（憲法第１３条）。これを、我々は個

人の尊厳あるいは幸福追求権と呼んでいる。

(2) 原告は、長女の入学式及び保護者説明会に参列するために必要な手話通訳

者の派遣を、高松市に拒否された。原告はろう者であるが、入学式は当然の

ことながら、音声言語を主として用いて執り行われる。したがって、手話通

訳者がいない状態では、原告は入学式及び保護者説明会において何が行われ

ているのか全く理解することができないし、自分が疑問に思ったことを学校

に尋ねたり、式の感想を隣人に伝えることなどによって、子供の成長を同じ

保護者と共に祝うことも不可能となる。つまり、手話通訳者の存在なしでは、

原告は外界とのコミュニケーションの手段を奪われ、世界から隔絶された状

態に陥るのであり、高松市は、手話通訳者の派遣を拒否することによって、

原告が長女の入学式に参加し、学校や保護者と意思疎通を行うこと、すなわ

ち原告の、他者とコミュニケーションをとる権利を侵害したのである。

(3)ア 規定ぶりからわかるように、憲法第１３条は包括的な幸福追求権を定め

たものである。しかし、その内容は無限定ではなく、あらゆる権利が同条

により保障されるものではない。具体的には、当該権利が、自律的個人が
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人格的に生存するために不可欠であること、その行為は多数の国民が行お

うと思えば行うことができること、それを行っても他人の基本権を侵害す

るおそれがないことなどの要件を満たして初めて、当該権利が同条に基づ

き保障されると考える。以下、本件において侵害された原告の権利が、同

条により保障されることについて述べる。

イ まず、コミュニケーションの重要性について検討するならば、社会福祉

法人全国盲ろう者協会の理事、東京大学教授で自らが盲ろう者である福島

智氏は、コミュニケーションの重要性を以下のように述べている。

「それは、私の周りからこの現実世界が消えてなくなってしまったような

衝撃でした。言い換えれば、それはまるで、この地上からちょうど地球の

「夜の側」の宇宙空間に放り出されたような感覚でした。私は絶対的な虚

無と孤独感を味わったのです。」「私に最も大きな苦痛を与えたものは、見

えない、聞こえないということそのものではなく、他者とのコミュニケー

ションが消えてしまったということでした。私は驚きました。他者とのコ

ミュニケーションがこれほど大切なものであるということをそれまで考え

たことがなかったからです。私は深い孤独と苦悩の中で考えました。「人

は見えなくて、聞こえなくても生きていけるだろう。しかし、コミュニケ

ーションが奪われて、果たして生きていけるのだろうか」と。」

ウ 福島氏も述べるとおり、我々が外界の情報を受け取り、そして自分のメ

ッセージを外界に発すること、すなわち他者とコミュニケーションをとる

ことは、我々が尊厳ある人間として生きるために最も重要な権利と言って

も過言ではない。しかし、ろう者である原告は、手話通訳者の支援を受け

なければ、手話が使えない人間（我々の社会のほとんどの人間は、手話を

使うことはできない）とコミュニケーションをとることができないのであ

る。そうであるならば、我が国の教育課程に手話が言語学習として取り入

れられていない以上、原告は国家によって脱コミュニケーション状態に置
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かれたまま放置されていると言わざるを得ない。

まして、本件で問題となっているのは、教育課程の中でも非常に公共性

の高い、入学式及びそれに引き続く保護者説明会という公式行事である。

当該式典は学校関係者及び在学生の保護者であれば誰にでも開かれてお

り、かつ、その場において発せられる各種メッセージは参加者全員にとっ

て非常に重要なものであり、学校関係者及び在学生の保護者で共有するこ

とが望まれていることは言うまでもない。したがって、入学式及びそれに

引き続く保護者説明会に参加し、学校や保護者とコミュニケーションをと

る権利及び当該権利の行使は、多数の国民が行おうと思えば行うことがで

き、かつそれを行っても他人の基本権を侵害するおそれがないことは明ら

かである。

エ 以上より、原告が長女の入学式及びそれに引き続く保護者説明会に参加

し、学校や保護者と意思疎通を行うこと、すなわち原告の、他者とコミュ

ニケーションをとる権利は、自律的個人が人格的に生存するために不可欠

であること、その行為は多数の国民が行おうと思えば行うことができるこ

と、それを行っても他人の基本権を侵害するおそれがないことの要件を満

たし、憲法第１３条によって保障されることは明らかである。

(4) よって、高松市が原告の他者とコミュニケーションをとる権利を侵害した

こと、すなわち原告の手話通訳者派遣申請を却下したことは、憲法第１３条

に違反する。

２ なお、本件要綱等が憲法第２６条第１項、第２１条第１項、第１４条第１項、

第２５条に反することについては、訴状において述べたとおりである。

第３ 本件要綱等・本件第２却下処分の改正障害者基本法違反

１ はじめに

①本件要綱第５条のように派遣区域を限定すると共に、本件要綱第２条第１
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項３号及び及び本件運用基準第１区分（５）（以下、本件要綱第５条、本件要

綱第２条第１項第３号及び本件運用基準第１区分（５）を併せて「本件要綱等」

という）のように派遣対象を限定すること、②当該区域限定及び当該派遣対象

の限定に基づき手話通訳者の派遣を拒否することは、平成２３年８月５日法律

第９０号障害者基本法（以下「改正障害者基本法」という）に違反する。

２ 改正障害者基本法の制定経緯

(1) 改正障害者基本法の制定経緯等

改正障害者基本法は、障害者権利条約の批准に向けた国内法整備の一環と

して成立し、改正前障害者基本法を抜本的に改正するものであることは、改

正前障害者基本法の目的（同第１条）、定義（同第２条）、基本的理念（同第

３条）という基礎的事項から大幅な改正が加えられていることより明らかで

ある。

改正前障害者基本法の核心は、障害者権利条約が前提とする障害観（以下

に述べる障害の社会モデル）を採用したことにあり、改正障害者基本法を理

解するためには、同法が採用した障害観の理解を避けて通ることはできない。

そこで、改正前障害者基本法と改正障害者基本法とが前提とする障害観の

相違について、国会における審議過程、障がい者制度改革推進会議の検討過

程を踏まえながら以下述べることとする。

(2) 障害観 － 障害の医学モデル

障害の医学モデルとは、心身の機能・構造上の「損傷」（インペアメント）

と「障害」（ディスアビリティ）とを同一視し、「障害」の原因を心身の機能

･構造上の「損傷」に求める考え方である。かかる障害の医学モデルによれ

ば、個人の「損傷」改善に向けた医学的な働きかけ（治療、訓練等）が障害

者施策において重視される。加えて、「損傷」そのものは個人に内在する属

性であることから、「障害」もまた個人に内在する属性として捉えられ、「障

害」克服の向けた取組についても個人の社会適応努力を支援することに力点



*1改正前障害者基本法においてかかる傾向が認められたことは、内閣府大臣政務官園田康博が第１７７回国会衆議院内閣委

員会平成２３年６月１５日にて行った答弁から明らかである。

「これまでの障害者施策の中におきましては、やはり、どちらかといいますと、機能に着目をし、そして医療的な、いわゆ

る医療的なモデルというふうに言われておりましたけれども、むしろ、そちらの方が主体的に強く、色濃く出ていたところ

がございました。」

*2ここでいう社会的障壁には、道路、建物等の物理的なものだけではなく、情報や文化、法律や制度、さらには市民の意識

上の障壁等も含まれている。
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が置かれることとなる。障害の医学モデルは「障害」の克服を「損傷」を有

する個人の（社会適応）努力に求め、社会の仕組・構造を問題視し、これを

変革していくという視点からはかけ離れたものである。

改正前障害者基本法において「障害」は身体障害、知的障害又は精神障害

とされ、「障害者」は障害があるために継続的に日常生活又は社会生活に相

当な制限を受ける者と定義されていた（同法第２条）ように、改正前障害者

基本法は障害の医学モデルを基本としていた。そのため、改正前障害者基本

法においては、「損傷」の改善に向けた医学的働きかけと個人の社会適応努

力への支援こそが障害者施策における「障害」克服への取組であるとの基本

認識が共有され、国、地方公共団体が行うべき施策の内容もまた障害者への

医療的な働きかけが中心となり
*1

、国、社会の仕組・構造の変革を求める規定

は極めて不十分なものにすぎなかった。

(3) 障害観 － 障害の社会モデル

これに対し、障害の社会モデルは個人の属性として「損傷」を有する人を

ありのままで受け入れようとしない国、社会の仕組、構造に問題を見出し、

これを変革していこうとする考え方である。

まず、障害の社会モデルにおいては「損傷」（インペアメント）と「障害」

（ディスアビリティ）とを明確に区別する。そして、「障害」は、「損傷」の

直接的結果としてではなく、個人の外部に存在する種々の社会的障壁
*2

によっ

て構築されたものとして捉えられる。そのため、かかる社会的障壁を除去す



*1社会的障壁を解消すべきであるという判断は、障害者の人権を十全に保障しなければならないという当然の原理に基づい

ている（改正障害者基本法第１条参照）。
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ることをとおして「障害」の解消が可能であると考えるのである。

例えば、障害の社会モデルによれば、ろうであるということ（「損傷」）

は直ちに「障害」を意味しない。意思疎通が必要とされる場面に、手話通訳

者等の意思疎通手段が確保されないとき（社会的障壁）に初めて、ろうであ

るという「損傷」が「障害」として発現すると捉えるのである。そのため、

意思疎通が必要とされる場面に意思疎通手段が確保されること（社会的障壁

の解消）をとおして、ろうという「損傷」について医学的な改善を図ること

ができなくとも、「障害」そのものは解消することができると考えるのであ

る。

このように、「障害」は個人の心身の機能の「損傷」に起因・帰結するも

のではなく、「損傷」をもつ者が自由に活動できないような障壁を社会が内

蔵していること自体が「損傷」をして「障害」たらしめている。このように

考えるのが障害の社会モデルである。かかるモデルに立てば、「障害」の解

消に向けての主たる取組は社会的障壁の解消に向けた活動に帰結することと

なる。

そして、かかる社会的障壁は、「損傷」を有する者の社会適応努力の不足

によって存在するのではなく、社会的障壁を解消しようとしてこなかった国、

社会の側の無策の結果として存在するのであるから、社会的障壁の解消に向

けた取組の責任は「損傷」を有する個人にではなく、国、社会の側にこそ求

められる。

以上を要約すると、障害の社会モデルの核心的理念は、「障害」は社会的

障壁によって発現する以上、社会的障壁の除去をとおして「障害」の解消は

可能であること
*1

、そして、その責任は「損傷」を有する個人ではなく、国、



*1改正障害者基本法が障害の社会モデルを自覚的に採用したことは、内閣府大臣政務官園田康博による第１７７回国会衆議

院内閣委員会平成２３年６月１５日答弁からも明らかである。

「今般の改正におきましては、障害者が日常生活であるとかあるいは社会生活において受ける制限というものは、障害によ

るものだけではない、社会におけるさまざまな障壁の中において生ずるものであるという、いわゆる社会モデルという考え

方を基本認識とさせていただいたところでございます。」
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社会の側にこそあるということ、この２点に求められることとなるのである。

(4) 改正障害者基本法による障害の社会モデルの採用

そして、改正障害者基本法はかかる障害の社会モデルを自覚的に採用した

上で成立したものである。これはその定義からして明らかである。すなわち、

障害を有する者が障害及び社会的障壁によって継続的に日常生活又は社会生

活に相当な制限を受ける状態にある者が「障害者」と定義され、「障害」は

個人の「損傷」と「社会的障壁」の結果として捉えられている
*1

。

よって、障害の社会モデルを採用した改正障害者基本法を解釈するに際し

ては、社会的障壁の除去に向けて、積極的に取り組む責任が国、地方公共団

体にあるということを基本認識として出発しなければならない。

以下、かかる基本認識を踏まえて、改正障害者基本法の基本原則、基本的

施策について概観していくこととする。

３ 改正障害者基本法の基本原則

(1) 改正障害者基本法は、障害者施策の目的を「障害の有無にかかわらず、等

しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである

との理念にのつとり、障害の有無によつて分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会」の実現にあると定め（第１条）、

かかる目的を具体化するために地域社会における共生（第３条）、差別の禁

止（第４条）、国際的協調（第５条）という基本原則を定め、さらに重点分

野については第二章基本的施策にて具体的なあるべき内容を定めている。

(2) 地域社会における共生等（第３条）



*1「これまで、手話、点字、要約筆記、指点字等を含めた多様な言語の選択やコミュニケーションの手段を保障することの

重要性及び必要性は省みられることが少なかった」（障がい者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）第２．２

（５））という反省を踏まえて規定されたものである。
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ア 改正障害者基本法は、障害の有無にかかわらない地域社会における共生

の実現（第１条）に向け、第３条に以下の規定を設けた。

イ 第１号

第１号は「全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化

その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。」と規定し

ている。

これは、字義のとおり、障害者の社会のあらゆる分野の活動への参加機

会を確保することを定めており、国、地方公共団体に対しては障害者の社

会参加を妨げる障壁除去に向けた施策を要請するものである。

ウ 第３号

(ア) 次に、第３号は、「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）

その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとと

もに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が

図られること。」と規定し、意思疎通選択の機会の確保・拡大を定めて

いる。

これは、障害者にとって必要な情報の取得あるいは意思疎通のための

手段が確保されることは、あらゆる分野で、どういう行動を行うに際し

ても、最低限必要とされる「情報バリアフリー化の大切さ、重要さ」に

鑑み
*1

、「手話等の意思疎通や情報取得等のための手段が確保される旨を

基本原則として位置づけ」たものである（国務大臣蓮舫・第１７７回国

会衆議院内閣委員会平成２３年６月１５日）。

障害者を情報アクセス・コミュニケーションから隔絶・分離したまま
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では、地域社会における共生など到底実現不可能であることから、改正

障害者基本法の目的（第１条）に照らしても当然の規定である。

よって、同号は、障害者の意思疎通手段の選択の機会の確保及びその

拡大を定めており、国、地方公共団体に対しては障害者の意思疎通手段

の選択の機会の確保及び拡大に向けた施策の充実を要請しているのであ

る。

(イ) なお、第３号には「可能な限り」との文言がある。これは意思疎通選

択の機会の確保にむけて「最大限の努力」を行うことを求める趣旨であ

って（内閣府政策統括官村木厚子・第１７７回国会衆議院内閣委員会議

事録第１４号、国務大臣細野豪志・第１７７回国会参議院内閣委員会議

事録第１４号）、断じて「言い訳に使う言葉ではな」い（国務大臣細野

豪志・第１７７回国会参議院内閣委員会会議平成２３年７月２８日）。

したがって、改正障害者基本法は、国、地方公共団体が障害者の意思

疎通手段の選択機会の確保するに際しては、その確保に向けた最大限の

努力を尽くすことまで要請しているのである。

(3) 差別の禁止（第４条）

ア 改正障害者基本法は障害の有無にかかわらない地域社会における共生の

実現（１条）に向け、第４条にて差別の禁止を規定した。

イ 第１項

同条第１項は「何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別する

ことその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。」と定め、障害

者の人権保障にもとる取扱いを許容しない旨を明らかにしている。

ウ 第２項

同条第２項は、「社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が

現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを怠るこ

とによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について



*1国務大臣細野豪志は第１７７回国会参議院内閣委員会会議において平成２３年７月２８日、改正障害者基本法３条３項を

あげて以下のとおり説明している。

「当然、政府や自治体というのはその主体になる」
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必要かつ合理的な配慮がされなければならない。」と規定している。

これは社会的障壁の除去に向けた「合理的配慮をしないことが差別であ

るという障害者権利条約の趣旨を踏まえて」「条約の趣旨を法令上反映を

した」ものとして規定されたものであり、社会的障壁を解消する責任が国、

地方公共団体、社会の側にあることを明らかにしたものである
*1

。

よって、改正障害者基本法４条２項は、国、地方公共団体に対して、字

義のとおり、社会的障壁の除去に向けた合理的配慮を行うことを要請して

いる。

４ 改正障害者基本法の基本的施策 － ２２条１項

(1) 第２２条１項は、「国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し

及び利用し、その意思を表示し、並びに他人との意思疎通を図ることができ

るようにするため、障害者が利用しやすい電子計算機及びその関連装置その

他情報通信機器の普及、電気通信及び放送の役務の利用に関する障害者の利

便の増進、障害者に対して情報を提供する施設の整備、障害者の意思疎通を

仲介する者の養成及び派遣等が図られるよう必要な施策を講じなければなら

ない。」と定め、国、地方公共団体に対して情報利用におけるバリアフリー

化等を要請している。

(2) これは、障害者も、障害のない人と同様に、表現の自由や知る権利の保障

の下で、情報サービスを受ける権利を有しており、自ら必要とする言語及び

コミュニケーション手段を選択できるようにすると共に、障害者が円滑に情

報を利用し、その意思を表示できるようにしなければ、障害者がすべての人

権及び基本的自由を享有することが不可能であることから、国及び地方公共
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団体に対して、障害者が選択するコミュニケーション手段を使用することが

できるための必要な施策を講じることを要請するものである。

特に、日本においては、情報や考えのやりとりに必要なサービス（手話通

訳者、要約筆記者、知的障害者の支援者等）を利用できないことや、障害に

配慮した情報提供（点字化、字幕をつける、ルビを振るなど）を受けられな

いこと等、障害者は、生活の様々な場面で情報へのアクセスやコミュニケー

ションにおける困難に直面しているという現状にあることから、かかる規定

は極めて重要な意義を有し、かかる重要性を踏まえた解釈が求められること

となる。

５ 改正障害者基本法と要綱・処分との関係

(1) 以上のように、改正障害者基本法は障害者施策において極めて重要な意義

を有するものであるが、改正障害者基本法の要請に反する通知・通達のたぐ

いは、改正障害者基本法違反となることを避けられないものである。

(2) すなわち、改正障害者基本法は、実定法として、各種の障害者福祉施策を

規律する基本法としての法規範性を有している。

そして、そもそも基本法は、国政に重要なウエイトを占める分野について、

国及び地方公共団体の制度、政策等の基本方針を明示し、同一分野に関する

他の法律に対して優越する性格を有するのであり、立法の内容および現実に

立法された規定の解釈・適用において優越的な機能を果たすものである。

基本法が実施法に対してこのような優越的な関係にある以上、実施法の委

任に基づいて制定される政令・省令等の命令、地方公共団体の条例・規則・

要綱等や国・地方公共団体の当局の告示・訓令・通達のたぐいもまた、基本

法の内容・趣旨・要請に沿うかたちで具体化されることが求められているの

であり、基本法の内容・趣旨・要請に反することが許されないのは当然のこ



*1教育関係法令が問題とされた事案ではあるが、最高裁判所は、旭川学テ事件において、基本法と下位法令の関係について

以下のとおり判示し、下位法令等の解釈・運用が基本法の趣旨、目的に誘導されることは既に明らかにしている。

「教育関係法令の解釈及び運用については、法律自体に別段の規定がない限り、できるだけ教育基本法の規定及び同法の

趣旨、目的に沿うように考慮が払われなければならない」

*2本件要綱及び本件運用基準に基づく手話通訳者派遣範囲の制限は、「高松市在住のろう者は、行政の都合上必要な場合以外

には、社会的活動に参加する必要はなく、それ以上を望むのは贅沢である。よって行政はこれを支援しない。高松市内に閉じ

こもって暮らしていれば十分で、市外に出る必要はない。」と宣言するに等しいものである。
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とである
*1

。

(3) この結果、改正障害者基本法は、障害者の権利保障を実現するための国政

に関する基本方針を明示したものである以上、障害者施策に関する法律は、

改正障害者基本法の目的を実現するものでなければならず、障害者自立支援

法及び同法に基づいた地方公共団体の条例・要綱等の規定の制定・解釈・運

用は、優越的な性格を有する改正障害者基本法に誘導され、①改正障害者基

本法の趣旨・要請に即した規定内容であることが求められ、②かかる要請に

即することができないときは、要請を充たせないことにつき合理的理由がな

ければ、改正障害者基本法に反して違法との評価を免れないのである。

よって、①本件要綱等が改正障害者基本法の各条項の要請を充たすもので

あるか否か、②かかる要請を充たさないものであるときは、充たさないにつ

き合理的理由が存在するか否かをとおしてその違法性が評価されることとな

るのである。

６ 本件要綱等の改正障害者基本法違反

そして、本件要綱等は以下に検討する改正障害者基本法各条項に反しており、

違法との評価を免れない。

(1) 本件要綱の規定内容

まず、本件要綱第５条は高松市外へは派遣しないと地理的条件によって派

遣区域を限定し、さらに本件要綱第２条及び本件運用基準は手話奉仕員の派

遣対象に更なる限定を加え、手話奉仕員の派遣を著しく限定している
*2

。
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(2) 改正障害者基本法第３条１号違反

ア ①改正障害者基本法第３条１号の要請の不充足

改正障害者基本法第３条１号は前記のとおり、地方公共団体に対して全

ての障害者に地理的条件に関わりなくあらゆる分野の活動に参加する機会

が確保されるよう要請しているにもかかわらず、本件要綱等は派遣地域及

び派遣対象を著しく限定しており、改正障害者基本法第３条１号の要請を

充たしていない。

イ ②合理的理由の欠如

(ア) 本件要綱第５条が定める地理的制限の合理的理由の欠如

そして、当然のことながら、ろう者は高松市という地理的条件を超え

て生活を営んでいるのであり、参加する機会が確保されなければならな

い活動もまた高松市という地理的条件と一致する必然性もないのであっ

て、派遣対象地域を高松市内という地理的条件をもって一律に限定する

ことに合理的理由など存しない（改正障害者基本法３条１号も地理的条

件による制限などまったく設けていない）。

(イ) 本件要綱第２条・本件運用基準における対象制限の合理的理由の欠如

また、ろう者も社会に生活する者として、労働、学習、講演会などの

様々な社会活動に参加しているのであり、ろう者が参加する社会活動が

本件要綱第２条及び本件運用基準の列挙事由に限定されるわけではない

以上、派遣対象行為を本件要綱第２条の列挙事由に限定することについ

ても合理的理由など存しない。

(ウ) 子の入学式という対象の性質に関わる問題性

特に、子の専門学校入学式への出席については、尚更、派遣対象外と

する合理的理由は存しない。

式典の内容を理解することができなければ到底入学式に参加したとは

いうことができないところ、子の入学式にて行われる式典の内容を理解
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し、子の晴れやかな舞台を見聞きして理解したいと思うのは親としての

自然な感情であり、入学式が挙行される場所による制限を設けるなどあ

まりに不合理という他ない。

また、子の晴れの舞台を見て子の成長を喜ぶ親の心には、子の進学が

義務教育若しくは義務教育に準ずるもの（本件第２却下処分・甲１２、

本件第２位却下決定・甲１４）への進学であるか、それとも専門学校、

大学への進学であるかもまた問題とはならない。教育の過程にかかわら

ず、入学式に出席して式典の内容を理解し、子の成長を祝いたいという

ことは親として極めて自然な感情である。

(エ) このように社会において十分に理解されうる親の感情について一切斟

酌することなく、むしろこれを奪う本件要綱等に合理的理由などなおさ

ら存しない。

ウ よって、本件要綱等は、改正障害者基本法第３条１号の要請を充たして

おらず、かつ、充たしていないことにつき合理的な理由を欠いていること

から、同条項に反して違法である。

(3) 改正障害者基本法第３条２号違反

ア ①改正障害者基本法第３条２号の要請の不充足

改正障害者基本法第３条２号は、前記のとおり、全ての障害者に、手話

を含む言語その他の意思疎通のための手段についての選択の機会を確保

し、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会を拡大するよ

う最大限の努力を尽くすことを地方公共団体に対して要請している。

にもかかわらず、本件要綱等は前記のとおり派遣地域及び派遣対象を著

しく限定しているのであって、改正障害者基本法第３条２号の要請を充た

しているとはいうことができない。

イ ②合理的理由の欠如

(ア) 本件要綱第５条が定める地理的制限の合理的理由の欠如
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前述のとおり、ろう者は高松市という地理的条件を越えて生活を営ん

でいるのであるから、意思疎通を図ることが必要とされる生活場面もま

た高松市内に限定されるものではないのであって、派遣対象地域を高松

市内という地理的条件にて一律に限定を加えることに合理的理由など存

しない（改正障害者基本法３条２号も地理的条件による制限などまった

く設けていない）。

(イ) 本件要綱第２条・本件運用基準における対象制限の合理的理由の欠如

また、ろう者が意思疎通を図ることが必要とされる生活場面は本件要

綱第２条及び本件運用基準の列挙事由に限定されるものではない以上、

派遣対象行為を本件要綱第２条及び本件運用基準の列挙事由に限定する

についても合理的理由など存しない。

(ウ) 子の入学式という対象の性質に関わる問題性

特に、高松市内であれ市外であれ、子の入学式においては、学校から

の口頭での説明を理解して子のさらなる成長を期待し、これを祝いたい

というのは親としての自然な感情である。かかる行事において、いかな

る説明が口頭にて行われているのかも全く分からないまま、ただ会場内

にいるだけでは親としての自然な感情を充たすこともできないことは明

らかであるから、子の入学式への参加を派遣対象に含めないことに合理

的な理由など存しないのである。

ウ よって、本件要綱等は、改正障害者基本法第３条２号の要請を充たして

おらず、かつ、充たしていないことにつき合理的な理由を欠いていること

から、同条項に反して違法である。

(4) 改正障害者基本法第４条２項違反

ア ①改正障害者基本法第４条２項の要請の不充足

改正障害者基本法第４条２項は、地方公共団体に対しては社会的障壁の

除去を要請している。
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そして、ろう者にとっては、高松市の内か外かを問わずに、手話通訳者

等による意思疎通手段が確保されなければ意思疎通を全く図ることができ

ない場面というのは多数存在する。口頭でしか意思疎通を行うことができ

ない場面というのはすべてこれに該当するためである。意思疎通を必要と

する場面であるにもかかわらず、意思疎通手段が確保されていないという

こと自体が社会的障壁であって、かかる社会的障壁の存在は高松市内に限

定されるわけでもなければ、本件要綱第２条及び本件運用基準が定める派

遣対象にかかる生活場面に限定されるものでもない。

よって、ろう者にとって意思疎通手段が必要とされる生活場面において

意思疎通手段が必ずしも十分には確保されていないという社会的障壁の存

在を前提とすれば、かかる社会的障壁を除去することが被告高松市には要

請されているのである。

然るに、本件要綱等は前記のとおり派遣地域及び派遣対象を著しく限定

しているのであって、改正障害者基本法第４条２項の要請を充たしている

とはいうことができない。

イ ②合理的理由の不存在

他方、被告高松市にとって、高松市外であり、かつ、派遣対象外の行為

への手話奉仕員の派遣であっても、手話奉仕員の派遣に要する負担額に違

いはない。被告高松市にとってはかかる対象へと手話奉仕員を派遣するこ

ととしても、被告高松市の予算規模からして到底加重な負担であるなどと

いうことはできない。

しかも、子の入学式への出席という親として重要な行事を派遣対象に含

めず、親の喜びを奪う本件要綱等による派遣限定が被告高松市としての合

理的配慮であるなどとは到底いうことができず、合理的理由など存しない。

ウ よって、本件要綱等は、改正障害者基本法第４条２項の要請を充たして

おらず、かつ、充たしていないことにつき合理的な理由を欠いていること
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から、同条項に反して違法である。

(5) 改正障害者基本法第２２条１項違反

ア ①改正障害者基本法第２２条１項の要請の不充足

改正障害者基本法第２２条１項は、地方公共団体に対して、手話通訳者

の派遣を含めた情報のバリアフリー化を要請している。

にもかかわらず、本件要綱等は前記のとおり派遣地域及び派遣対象を著

しく限定しているのであって、改正障害者基本法第２２条１項の要請を充

たしているとはいうことができない。

イ ②合理的理由の欠如

(ア) 本件要綱等による地理的制限・対象制限の合理的理由の欠如

ろう者が情報を取得、利用し、意思を表示し、他人と意思疎通を図る

ことが必要とされる場面は高松市という地理的条件によって規律するこ

とができるものでないことは、前記のとおりである。

(イ) 子の入学式という対象の性質に関わる問題性

また、子の入学式という式典の性質からしても、なおさら地理的制限

を課すことに意味はなく、派遣対象に含まれないとすることは親の喜び

を奪い、子の福祉にも反するものである。

ウ よって、本件要綱等は、改正障害者基本法第２２条１項の要請を充たし

ておらず、かつ、充たしていないことにつき合理的な理由を欠いているこ

とから、同条項に反して違法である。

７ 改正障害者基本法と本件第２却下処分との関係

前記のとおり、本件要綱等は改正障害者基本法３条１号、２号、４条２項、

２２条１項に違反する違法なものであるところ、本件第２却下処分も違法な本

件要綱等に基づいて為されたものであり、かつ、改正障害者基本法３条１号、

２号、４条２項、２２条１項の要請に沿うようにも運用されていないことから

して、当然に違法である。
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第４ 本件要綱等・本件第２却下処分の障害者自立支援法違反

１ 障害者自立支援法の定めの理解

(1) 障害者自立支援法第１条、第２条第１項第１号、第７７条第１項第２号

の定めにつき、以下のように解すべき点については訴状にて述べたとお

りである。

① 同法は、第１条及び第２条第１項第１号により、障害者基本法の基

本理念に則った質と量の地域生活支援を受ける権利を保障したものであ

り、市町村に対しては、障害者基本法の基本理念に則った質と量の地域

生活支援事業を実施する義務を課したものである。

② 市町村は、地域生活支援事業について障害者自立支援法の上記の定

めに羈束され、市町村の自由な裁量によって同事業の質と量を、障害者

基本法・障害者自立支援法の基本理念に照らして許容される限度を超え

て抑制することは許されない。上記限度を超えて同事業の質・量を制限

することは、同法の上記定めに違反する違法な行為となる。

③ 地域生活支援事業の質と量は、当該市町村の規模・地理的条件等の

地域特性に適応して、上記限度を下回ることのないよう実施しなければ

ならない。当該市町村の経費節減のために上記限度を超えて地域生活支

援事業の質・量を抑制することは、それ自体が障害者基本法・障害者自

立支援法に違反する違法な行為であって許されない。

(2) したがって市町村長は、障害者自立支援法の定めに基づき地域生活支援

事業の一つであるコミュニケーション支援事業を行うにあたっては、そ

の事業にかかるろう者等の権利が憲法・障害者基本法・権利条約により

保障されており、障害者自立支援法においても前記のとおり障害者基本

法の基本的理念に則った目的を掲げていることに鑑みて、ろう者等が「そ

の有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むこ



- 24 -

とができ、必要な支援を行い」もってろう者等の「福祉の増進を図ると

ともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心

して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与する」ことを実現するべ

く、障害者基本法の基本理念に則った質と量の事業を行えるよう十分に

考慮して、その制度を設計し実施しなければならない。

もし市町村が実施するコミュニケーション支援事業において、上記の

趣旨に反して、憲法・障害者基本法・権利条約において保障されている

ろう者等がコミュニケーションをとる権利について不合理な制限が課さ

れ、その結果障害者基本法の基本理念に則った質と量の事業を行わない

こととなる場合には、当該制限はそれ自体、障害者自立支援法に基づく

市町村長の裁量権を濫用・逸脱するものであり、同法に違反する違法な

行為となる。

２ 本件要綱等が障害者自立支援法に違反することには、訴状において述べ

たとおりである。

３ 本件第２却下処分における裁量権の濫用・逸脱

(1) 本件要綱第２条第１項の定めの不当

本件要綱第２条第１項は、手話通訳者派遣の定型的対象行為を①役所、

②病院、③市が主催、④聴覚障害者団体が主催する行事でかつ市長が認

めた行事、に限定し、それ以外の行事への手話通訳者の派遣は「市長が

聴覚障害者の社会参加に寄与するものと認めた場合」に限定している。

この要綱の定め自体が、手話通訳者の定型的派遣範囲を甚だしく限定す

るとともに、それ以外の行事等についての手話通訳者派遣を市長の自由

裁量に係らしめようとする意図が明白であって、憲法等の規定の趣旨に

反しており、きわめて不当である。

そもそも、コミュニケーションをとる権利はろう者等の人格の実現に

必要欠くべからざるものであるから、当該権利は憲法・障害者基本法・
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権利条約の保障する基本的人権であり、支援事業はこれら憲法等の定め

に基づき障害者自立支援法の規定に基づいて市町村が実施する責任を負

うところのものである。本件要綱の上記規定は、高松市長がそのことを

少しも理解することなく、コミュニケーション支援事業を行政が施す恩

恵の如く思い誤っていることを示している。

(2) 本件要綱・本件運用基準の一体的運用

しかるに、被告高松市においては、本件要綱を直接に運用に供してい

るのではなく、本件運用基準を制定して、両者を一体的に運用している。

本件運用基準第１条区分(５)「教育に関すること」においては、「入学・

卒業式、PTA総会、教育相談、進路相談等」が手話通訳者の派遣対象とな

る旨定めている。この本件運用基準の定めは、なおその具体的範囲が完

全に明確とは言えないのみならず、その対象とする行為がセレモニーに

偏している嫌いはあるが、その運用が柔軟で適切であれば、結果的にコ

ミュニケーション支援事業の質と量があるべき水準を満たし、憲法等の

保障するろう者等の人権を実質的に侵害するに至らず、違憲・違法に至

らないこととなる可能性もないとはいえない。

また、派遣範囲の地域的限定についても同様に、「市長が特に必要と認

める」との規定の運用が柔軟で適切であれば、結果的にコミュニケーシ

ョン支援事業の質と量があるべき水準を満たし、憲法等の保障するろう

者等の人権を実質的に侵害するに至らず、本件要綱第５条が違憲・違法

とはいえないこととなる可能性もないとはいえない。

(3) 本件要綱等の運用の実態

しかるに、高松市の本件要綱等の運用の実態は、

① 「教育に関する行為」についての「入学・卒業式、PTA総会、教育相

談、進路相談等」という規定について恣意的に「義務教育とそれに準ず

る高校等に関する」という要件を付け加え、
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② 手話通訳者の市域外派遣を「市長が特に認める」べきか否かを判断

するにあたって、さらに「通訳内容」の「客観的重要性」を要するとい

う要件を付け加え、その上で

③ 何らの根拠もなく専門学校の入学式及び保護者説明会は、客観的重

要性が乏しいと認定判断し、

手話通訳者派遣の範囲を著しく制限する運用を行っている。

あたかも、「高松市在住のろう者やその子弟は、高校まで進めれば十分

であり、それ以上を望むのは贅沢だ」と言わんばかりであり、手話通訳

者派遣に関する被告高松市の基本姿勢として、派遣対象行為・場所を極

力制約する運用を行っていることが明らかである。

(4) 制度運用としての本件第２却下処分の裁量権の濫用・逸脱

ア 訴状において述べたとおり、行政裁量においては、①基本的人権の保

障については十分に考慮されるべきであり、②重視すべきでない考慮要

素を重視してはならず、③当然考慮すべき事項は十分に考慮しなければ

ならず、④考慮した事項に対する評価は社会通念に合致し合理的でなけ

ればならない。

イ しかるに、高松市長は上記のとおり、本件要綱の手話通訳者派遣制

限規定を、手話通訳者の派遣範囲を厳しく限定するべく運用しており、

その運用の一環として本件第２却下処分をしたものである。その要綱運

用・処分において、市長は、①ろう者等の基本的人権の保障について十

分な考慮をせず、②高松市の財政規模に比してきわめて少額なコストの

節減という、本来重視すべきでない本件要綱の考慮要素を過大に重視し、

③憲法等において保障されたろう者等の人権の一部をなし、かつ根拠法

たる障害者自立支援法が目的として掲げる「聴覚障害者等のコミュニケ

ーション実現」という、本来最大限に考慮すべき事項を十分に考慮せず、

④専門学校の入学式及び保護者説明会という、子の成長と自立を家族皆
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で祝うと共に、これまで養育を行ってくれた保護者に子が感謝する行事

の重要性についてほとんど考慮を払わず、⑤「ごく少額の経費節減」と

「聴覚障害者等の基本的人権の実現」という２つの事項の価値比較にお

いて、経費節減を最大限に重視し基本的人権に不合理な制限を課すると

いう、きわめて社会通念に反し非合理的な判断を行って、その結果、ろ

う者等に対するコミュニケーション支援事業の質と量を、憲法等の理念

上あるべき水準を満たさないほどに制限しているものである。

ウ したがって高松市長は、本件要綱運用・本件第２却下処分において、

裁量権を著しく濫用・逸脱して、ろう者等のコミュニケーション支援事

業たる手話通訳者派遣の対象行為・地域に甚だしい制限を加え、その結

果同事業の質・量があるべき基準を下回らせているものなので、本件第

２却下処分は障害者自立支援法に違反し違法である。

第５ 本件要綱等・本件第２却下処分の障害者権利条約違反

１ 権利条約に法的拘束力があること及びその内容

平成１９年９月２８日、日本が署名した「障害のある人の権利に関する

条約」（以下「権利条約」という。）について、当該権利条約が一定の法的

拘束力を持つこと、及びその内容については訴状で述べたとおりであり、

権利条約の求める施策に本件処分が反するものであれば、違法と評価すべ

きである点についても訴状で述べたとおりである。

２ 権利条約第９条と本件要綱等・本件第２却下処分

(1) 権利条約第９条の概要及び本件要綱等が権利条約第９条に違反するこ

とは、訴状において述べたとおりである。

(2) 本件第２却下処分が権利条約第９条に違反すること

＊＊＊＊＊＊＊＊学校は入学式及び保護者説明会において手話を用いる

ことを予定していないところ、耳が聞こえない原告にとっては音声によ
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る説明ではその内容を理解することができない。これまで述べてきたと

おり、原告がコミュニケーションについて支援をうける権利は強い法的

保護が要請される。それにもかかわらず、被告高松市は、①専門学校の

入学式及び保護者説明会が「教育に関すること」に該当しないとの理由

で手話通訳者の派遣を拒否したのであり、権利条約９条に反することが

明らかである。すなわち、公衆に提供される情報その他のサービスの利

用を保障した権利条約第９条第１項(b)、及び、民間団体のサービスを障

害者が利用できることの確保を求める同条第２項(b)、手話通訳者の提供

を求める同項(e)、障害者による情報の利用の確保ための援助・支援を求

める同項(f)に明らかに反している。

３ 権利条約第２１条と本件要綱等・本件第２却下処分

次に、権利条約２１条違反である。同条の内容及び本件要綱等が権利条

約第２１条に違反することは訴状で述べたとおりである。

原告がコミュニケーションについて支援を受ける権利は、まさに表現の

自由の一環として保障される。さらに、権利条約は、手話の使用を認め促

進しなければならないとの規定もある。

それにもかかわらず、被告高松市は、①専門学校の入学式及び保護者説

明会が「教育に関すること」に該当しないとの理由で手話通訳者の派遣を

拒否したのであるから、原告がコミュニケーションについて支援を受ける

権利に重大な制約を加えるものであり、原告の表現の自由を侵害したこと

になる。したがって、本件第２却下処分は権利条約２１条違反となる。

４ 権利条約における合理的配慮義務と本件要綱等・本件第２却下処分

(1) 権利条約における合理的配慮義務の概要

権利条約第２条は、国の「合理的配慮」についての義務を明確にして

いる点でも重要であるが、本件要綱等及び本件第２却下処分はこれにも

明白に違反する。当該合理的配慮の内容及び本件要綱等が当該合理的配
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慮義務に違反することについては訴状で述べたとおりである。

(2) 本件第２却下処分が合理的配慮義務に違反すること

かかる合理的配慮義務は、権利条約の総則として位置づけられている。

したがって、合理的配慮義務違反が差別に該当することは、あらゆる場

合、あらゆる権利の享有にあてはまることになる。

これは、本条約が、本来誰にも保障されている基本的人権が障害者に

はその障害ゆえに享有されず不公平な状況にあるという現実を前提とし

て、その不公平な状況を克服して、あらゆる場面での人権の享有におけ

る格差を是正することを目的としているからである。

そうすると、国や地方公共団体に情報その他のサービスを利用可能と

する措置をとる義務を課した第９条、表現や意見の自由を確保するため

の措置を取る義務を課した第２１条においても認められている「コミュ

ニケーション支援請求権」の実現のために、国、地方公共団体は合理的

配慮義務を負っていると考えるべきである。

国や地方公共団体には障害者がコミュニケーション支援請求権を実現

できるように合理的配慮を行うべきであるのに、①専門学校の入学式及

び保護者説明会が「教育に関すること」に該当しないとの理由で手話通

訳者の派遣を拒否して、サービス提供を受ける障害者に費用負担を求め

ることは、合理的配慮義務に違反する差別である。

第６ 国家賠償請求

１ 本件第２却下処分の国家賠償法上の違法性

(1) 客観的違憲性、違法性

上記のとおり、被告高松市が平成２４年３月３０日に手話通訳者派遣申請

を却下したことは、憲法１３条、権利条約２条、９条、２１条、改正障害者

基本法３条１号及び２号、同法４条２号、同法２２条１項、障害者自立支援
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法１条、２条、７７条に反する違憲・違法なものである。

(2) 職務行為としての違憲性、違法性

原告は、障害者自立支援法の定めに基づき地域生活支援事業の一つである

コミュニケーション支援事業に位置づけられる、高松市地域生活支援事業（手

話奉仕員派遣事業）による手話通訳者の派遣を要請した。

高松市長は、上記高松市地域生活支援事業（手話奉仕員派遣事業）を行う

にあたっては、当該事業にかかるろう者等の権利が憲法・改正障害者基本法

・権利条約により前記のとおり保障されており、障害者自立支援法において

も前記のとおり障害者基本法の基本理念に則った目的が掲げられているこ

と、市町村には、ろう者等が「その有する能力及び適性に応じ、自立した日

常生活又は社会生活を営むことが出来るよう」、地域生活支援事業を総合的

かつ計画的に行う責務が課されていることを十分認識し、これら法令の趣旨

目的に沿って本件要綱を解釈運用すべきであり、原告の申請についても、当

然、上記法令の趣旨目的に沿って、原告の権利を侵害する結果を招来せぬよ

う、手話通訳者の派遣の要否を決定すべき職務上の注意義務を負っていた。

そして、高松市長は、原告の本件申請につき本件第２却下処分時までに調

査して得られた事実に基づき、上記注意義務を尽くせば、当然派遣決定を認

める判断をするべきであったにもかかわらず、漫然とこれを怠り、派遣申請

の却下決定をしたものであり、本件第２却下処分は違法である。

２ 本件第２却下処分に係る被告高松市の過失

被告高松市・高松市長は、原告の平成２４年３月２６日付けの申請を受け、

手話通訳者派遣決定をすべきであったにもかかわらず、行政庁の有するその裁

量判断の範囲を逸脱し、憲法その他の法令の解釈を誤り、派遣却下処分をした

ことにつき、国家賠償法上故意又は過失がある。

３ 因果関係及び損害

(1) 手話通訳実費の負担 金 １万２４１０円
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被告高松市の違法行為により、原告は手話通訳者の派遣を受けることが出

来なかったため、平成２４年４月１０日の入学式及び保護者説明会において、

自ら依頼した手話通訳者を伴って出席した。この際の手話通訳にかかる経費

として、原告は、東京手話通訳等派遣センターに支払った１万１９９０円と

その際の振込手数料４２０円の合計１万２４１０円の支出を余儀なくされ

た。これは、被告高松市の違法行為と因果関係のある損害である。

(2) 手話通訳派遣を拒否されたことの人格権侵害、慰謝料 金２０万円

前述したとおり、原告の他者とコミュニケーションをとる権利は、憲法上

にその根拠を置くものであり、障害者権利条約、改正障害者基本法、障害者

自立支援法といった各法令によって強い法的保護が要請されている権利であ

る。

原告にとって、長女がかねてより進学を希望していた専門学校の入学式に

長女とともに出席し、長女のみならず他の新入生やその保護者らと同じ場所

で提供される情報をリアルタイムで獲得し、その情報をもとにリアルタイム

で同じ場所に居合わせた人間とコミュニケーションを図ること、すなわちこ

れが「原告がコミュニケーションをとる」ということなのである。

また当日は、入学式後に保護者説明会の場も設けられていた。当該保護者

説明会では、実際の時間割や詳細な授業内容、奨学金のことや学校の規則、

他にも就職活動に関すること等、オープンキャンパスの際の保護者説明会の

時よりもさらに踏み込んだ入学後の具体的な学校生活に関する事項が説明さ

れ、さらに教科書や授業や実習で必要な備品の準備についての説明があり経

済的な用意の必要もある内容が含まれていた。長女の保護者である原告が、

長女が目指すテレビカメラマンになるために必要な学習を何らの不安なく進

め、その無限の可能性を追求することに専念出来るような環境を整えるべく

親としてのあるべき形で具体的な関わりを持つためには、かかる保護者説明

会の際にも学校側の提供する情報をリアルタイムで獲得し、その情報をもと
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に同じ説明会に出席していた他の保護者や学校関係者とリアルタイムでコミ

ュニケーションをとることが必要なのである。

にもかかわらず、被告高松市は本件却下決定をおこなったのであり、これ

により原告は著しい精神的損害を被った。

ろう者にとって手話通訳の機会が奪われるということは、コミュニケーシ

ョンがとれないということである。他者とのコミュニケーションが自律した

個人の人格的生存に不可欠なものであることは既に述べたところであるが、

そうであるならばろう者から手話通訳の機会を奪うということは、そのろう

者にとっては人格的存在の全てを否定されるに等しい屈辱であり、被告高松

市の原告に対する手話通訳派遣拒否行為は個人の尊厳を著しく毀損する人格

権侵害の違法行為と言わざるをえない（民法７０９条、７１０条参照）。そ

の損害を金銭に換算することは困難であるが少なくとも２０万円を下ること

はない。

４ 国家賠償請求

以上により、被告高松市は、国家賠償法１条第１項に基づき、原告に対し２

０万円の損害を賠償する責任を負う。

よって、原稿は被告高松市に対し、国家賠償法１条第１項に基づき、２０万

円及び平成２４年３月３１日から支払済みに至るまで年５分の割合による遅延

損害金の支払いを求める。

第７ 行政事件訴訟法上の公法上の当事者としての給付請求訴訟

これまでに述べてきたとおり、高松市長が平成２４年３月３０日に行った原

告の同年３月２６日付本件申請に対する却下処分は、客観的に法令に反する違

憲、違法な行為である。

とすれば、手話通訳者の派遣を申請した原告は無料で手話通訳者の派遣を受

けることが出来たはずである（本件要綱第８条）。したがって、原告が自ら依
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頼し、自己負担した通訳料等１万２４１０円の実費は、原告の損失であり、そ

の費用を法律上負担すべき義務を負う被告高松市は「法律上の原因なく他人の

財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者」に該

当し、同被告高松市には同額の不当利得がある。

よって、原告は被告高松市に対し、民法の不当利得返還請求権に基づき１万

２４１０円の支払いを求める（民法７０３条）。

なお、上記のような請求方法を選択する次第である。

証 拠 方 法

１ 甲第１１号証～甲第１５号証

証拠説明書（２）記載のとおり。

添 付 書 類

１ 訴状 副本１通

２ 証拠説明書（２） 正副各１通

３ 甲第１１号証～甲第１５号証 正副各１通

４ 委任状 １通



- 34 -

別紙

原 告 代 理 人 目 録

〒７６０－００５０ 香川県高松市亀井町8番地11 B-Z高松プライムビル8階

あかり総合法律事務所

電 話 ０８７－８１３－１０６１

ＦＡＸ ０８７－８３３－１３２１

代理人 弁護士 安 西 敦

同 山 口 剛 史

〒７６３－００２３ 香川県丸亀市本町3丁目25 久保ビル3階

馬場俊夫法律事務所

電 話 ０８７７－２５－１００５

ＦＡＸ ０８７７－２５－２９８７

代理人 弁護士 馬 場 俊 夫

同 秋 月 智 美

〒７６０－００２３ 香川県高松市寿町2-3-11 高松丸田ビル9階

法テラス香川法律事務所

電 話 ０５０－３３８３－５５７２

ＦＡＸ ０８７－８５１－３０２６

代理人 弁護士 渡 邉 圭 輔

〒７６０－００１９ 香川県高松市サンポート2-1 高松シンボルタワー・サンポートビ

ジネススクエア

弁護士法人アディーレ法律事務所高松支店
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電 話 ０８７－８１１－６０３５

ＦＡＸ ０８７－８１１－６０３６

代理人 弁護士 杉 山 晴 代

〒７６０－００３３ 香川県高松市丸の内7番9号

久保和彦法律事務所

電 話 ０８７－８５１－５１７０

ＦＡＸ ０８７－８５１－５１７２

代理人 弁護士 和 田 節 代

〒７６０－００２６ 香川県高松市磨屋町6番地5 のぞみビル6階

のぞみ総合法律事務所

電 話 ０８７－８１１－０１７７

ＦＡＸ ０８７－８１１－０２１７

代理人 弁護士 相 本 茉 樹

〒７８０－０８６１ 高知県高知市升形1-17 藤林ビル3階

中西・髙野法律事務所

電 話 ０８８－８７９－０２１７

ＦＡＸ ０８８－８７９－０２１８

代理人 弁護士 髙 野 亜 紀

〒７００－８５３０ 岡山県岡山市北区津島中3-1-1 岡山大学文化科学系総合研究棟1

階

弁護士法人岡山パブリック法律事務所 岡山大学内支所

電 話 ０８６－８９８－１１２３
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ＦＡＸ ０８６－８９８－１１２４

代理人 弁護士 水 谷 賢

〒７００－０８１６ 岡山県岡山市北区富田町1-3-15 グランデール2階

光成法律事務所

電 話 ０８６－２２４－２８０９

ＦＡＸ ０８６－２２４－２８１９

代理人 弁護士 光 成 卓 明

〒７００－０８０７ 岡山県岡山市北区南方2-8-25 大三ビル3階

岡山合同法律事務所

電 話 ０８６－２２２－８７２７

ＦＡＸ ０８６－２２２－８７７７

代理人 弁護士 呉 裕 麻

〒７０８－００６２ 岡山県津山市京町73-2 丹沢ビル2階

弁護士法人岡山パブリック法律事務所 津山支所

電 話 ０８６８－３１－００３５

ＦＡＸ ０８６８－３１－００３６

代理人 弁護士 高 木 成 和

同 小 堺 義 弘

〒７００－０９０５ 岡山県岡山市北区春日町5-6 岡山市勤労者福祉センター2階

弁護士法人岡山パブリック法律事務所

電 話 ０８６－２３１－１１４１

ＦＡＸ ０８６－８０３－３６７７
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代理人 弁護士 河 端 武 史

同 豊 芦 弘

同 藤 井 嘉 子

〒７３０－００１３ 広島県広島市中区八丁堀4-27-7階

石口俊一法律事務所

電 話 ０８２－２２２－００７２

ＦＡＸ ０８２－２２２－１６００

代理人 弁護士 石 口 俊 一

〒７３０－００１３ 広島県広島市中区八丁堀2丁目31号 広島鴻池ビルディング5階

弁護士法人広島みらい法律事務所

電 話 ０８２－５１１－７７７２

ＦＡＸ ０８２－５１１－７７７３

代理人 弁護士 紅 山 綾 香

〒７３０－００１３ 広島県広島市中区八丁堀2-31 広島鴻池ビル6階

法テラス広島法律事務所

電 話 ０５０－３３８１－１３９７

ＦＡＸ ０８２－２２４－０１５１

代理人 弁護士 中 島 宏 樹

〒７４５－００７２ 山口県周南市弥生町3-2

周南法律事務所

電 話 ０８３４－３１－４１３２

ＦＡＸ ０８３４－３２－８０９１



- 38 -

代理人 弁護士 田 邉 一 隆

〒５３０－００４７ 大阪府大阪市北区西天満6-7-4 大阪弁護士ビル5階501

北尻総合法律事務所

電 話 ０６－６３６４－０１８１

ＦＡＸ ０６－６３６４－０１８５

代理人 弁護士 松 本 晶 行

〒５３０－００４７ 大阪府大阪市北区西天満6-1-2 千代田ビル別館2階

大阪アドボカシー法律事務所

電 話 ０６―６３６５―８７７７

ＦＡＸ ０６―６３６５―８７７０

代理人 弁護士 池 田 直 樹

同 東 奈 央

〒５５６―００１３ 大阪府大阪市浪速区戎本町1-9-19 酒井家ビル1号館5階

きづがわ共同法律事務所

電 話 ０６―６６３３―７６２１

ＦＡＸ ０６―６６３３―０４９４

代理人 弁護士 青 木 佳 史

〒５４５―００２１ 大阪府大阪市阿倍野区阪南町1-46-4 昭和土地建物ビル2階

辻川法律事務所

電 話 ０６―６６２６―２４３７

ＦＡＸ ０６―６６２６―２４３８

代理人 弁護士 辻 川 圭 乃
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〒６０４－０９８２ 京都府京都市中京区御幸町通夷川上ル松本町568京歯協ビル3階

つくし法律事務所

電 話 ０７５―２４１－２２４４

ＦＡＸ ０７５―２４１－１６６１

代理人 弁護士 佐 野 就 平

〒６０４－０９８２ 京都府京都市中京区御幸町通夷川上ル松本町568京歯協ビル3階

つくし法律事務所

弁護士法人つくし総合法律事務所（個人受任）

電 話 ０７５―２４１－２２４４

ＦＡＸ ０７５―２４１－１６６１

代理人 弁護士 民 谷 渉

〒６４０－８１５４ 和歌山県和歌山市六番丁43番地 ハピネス六番丁ビル5階

パークアベニュー法律事務所

電 話 ０７３－４２２―１８５８

ＦＡＸ ０７３－４２２―１８５７

代理人 弁護士 長 岡 健 太 郎

〒１００－０００４ 東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル614

大手町法律事務所

電 話 ０３－３２４１－６３３８

ＦＡＸ ０３－３２４２－３８７８

代理人 弁護士 田 口 哲 朗
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〒１０３－０００３ 東京都中央区日本橋横山町3-8 ＵＭビル5階

電 話 ０３－３６６７－７５４２

ＦＡＸ ０３－３６６７－２１７４

代理人 弁護士 山 田 裕 明

〒１０１－００４１ 東京都千代田区神田須田町1丁目3番地 第9ＮＳビル9階

藤岡毅法律事務所

電 話 ０３―５２９７―６１０１

ＦＡＸ ０３―５２９７―６１０７

代理人 弁護士 藤 岡 毅

〒１６０－０００４ 東京都新宿区四谷1丁目18番地 高山ビル4階

都民総合法律事務所

電 話 ０３―３３５７―０２７７

ＦＡＸ ０３―３３５７―０２９７

代理人 弁護士 田 門 浩

〒３６２－００３７ 埼玉県上尾市上町2-1-34 ＧＰビル5階

藤木総合法律事務所

電 話 ０４８－７７５－３５５７

ＦＡＸ ０４８－７７３－３２６５

代理人 弁護士 藤 木 和 子

〒０６０－００４２ 北海道札幌市中央区大通西14丁目ﾗｲｵﾝｽﾞﾏﾝｼｮﾝ第7大通201

道央法律事務所

電 話 ０１１－２５１－７８７４
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ＦＡＸ ０１１－２５１－７８７６

代理人 弁護士 西 村 武 彦


